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第1章  背景・目的 

定期接種で用いるワクチンについては、市町村は伝染病の発生及びまん延を予防す

る観点から予防接種を行わなければならないため、予防接種の実施に影響を与えるワ

クチンの偏在や不在を生じさせないことが望まれる。しかし、これまで偏在や不足の

事例が繰り返されており（第 2章で具体的事例に言及）、また、ワクチンの偏在や不足

が生じた場合、どの地域でどのワクチンがどの程度不足しているのかといった基本的

な流通情報を把握するための仕組みや、把握した流通情報の分析やまとめ方が検討・

整備されていなかった。そのため、ワクチンの偏在や不足が生じた場合に、エビデン

スが欠けたまま対応せざるを得ず、効果的な是正の対応等を迅速にとることが困難な

状況であった。 

ワクチンの流通情報を把握するための仕組みを整理・確立することによって、ワク

チンの偏在や不足を可視化し、モニタリングすることができれば、次の 3つが実現可

能となり、ワクチンの偏在や不足の際の対応について改善が期待できる。 

① 関係者に実効性のある対応を求めること 

ワクチンの流通情報のモニタリングにより、ワクチン流通関係者にどのような対

応を求めることがワクチンの偏在や不足の改善により効果的であるか、推測又は

特定することが可能となる。 

② 過不足のない対応（真の意味での効果的・効率的な対応）を実現すること 

これまでは、どの地域でどのワクチンがどの程度不足しているのかが把握できな

かったため、予防的に過剰な対応をワクチン流通関係者に求めざるを得ない場合

もあった可能性がある。ワクチンの流通情報のモニタリングにより実態を把握す

ることによって合理的な判断を行うことができる。 

③ ワクチンの偏在や不足への対応による改善効果を確認できること 

ワクチンの流通情報のモニタリングを実施できる仕組みがあれば、ワクチンの偏

在や不足への対応を講じた後に改善効果を確認するだけでなく、PDCAサイクル

を回すことによって継続的にワクチン流通の改善を促すことも理論上可能とな

る。 

上記の背景から、本検討会は、どの地域でどのワクチンがどの程度不足しているの

かといった基本的なワクチンの流通情報をモニタリングできる方法の確立を目指し

て、ワクチン流通関係者1が保有するデータや様々なマスタを確認した上で、ワクチン

の流通情報の集計方法を標準化することを目的として検討を行った。  

 

 
1 当報告書では、ワクチン流通関係者として以下を想定している。 

製造販売業者（ワクチンメーカー）、卸売販売業者、医療機関、市町村、民間データ提供事業

者 
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1.1. 検討会の構成 

五十音順・敬称略、◎は座長 

 

（委員） 

安藤 善文  千葉県 市原市 総務部情報政策課デジタル推進室 

一條 武   日本医薬品卸売業連合会 副会長 

今川 昌之   日本ワクチン産業協会 理事長 

今村 文香   福岡県 保健医療介護部薬務課 監視係長 

◎大場 延浩   日本大学薬学部 病院薬学研究室 教授 

釜萢 敏   日本医師会 常任理事 

佐藤 浩一郎  福岡県 保健医療介護部がん感染症疾病対策課  

   感染症対策係長 

林 昌洋   日本病院薬剤師会 副会長 

福島 若葉   大阪市立大学大学院医学研究科 公衆衛生学 教授 

 

（参考人） 

出羽 良昭   第一三共株式会社 ワクチン企画部業務推進グループ 

近江 有   JD-NET運営委員会 運営委員長 

木村 仁   エンサイス株式会社 代表取締役社長 

谷将孝   IQVIAソリューションズジャパン株式会社 取締役 

   バイスプレジデント 

1.2. 検討会の開催実績 

第 1回検討会 

開催日    令和 3年 12月 20日(月)10:00～12:00 

会場    アクセンチュア株式会社会議室（赤坂インターシティ AIR８階） 

・オンライン会議 

主な議題  （1） 本事業の概要 

（2） ワクチンの安定供給に関する主な事例とワクチン流通情報モニタ

リングの必要性 

（3） 関係者が保有している情報 

（4） 上記を踏まえたワクチンの偏在・不足の実態モニタリングの方法

に係る協議 

（5） 協議内容のまとめ、次回議題 
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第 2回検討会 

開催日    令和 4年 1月 19日(水)10:00～12:00 

会場     アクセンチュア株式会社会議室（赤坂インターシティ AIC14階） 

・オンライン会議 

主な議題  （1） 第 1回検討会における主なご意見 

（2） ワクチン接種円滑化システム（V-SYS）について 

（3） 自治体における接種実績把握方法 

（4） 民間データの活用事例 

（5） 今後の議論のポイント 

（6） 協議内容のまとめ、次回議題 

 

第 3回検討会 

開催日    令和 4年 2月 25日(金)10:00～12:00 

会場     オンライン会議 

主な議題  （1） 第２回検討会における主なご意見 

（2） 報告書（案）について 

（3） ワクチン流通状況ダッシュボード（仮称）イメージについて 

（4） 協議内容のまとめ 
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第2章  ワクチンの偏在や不足に関する主な事例とワクチ
ン流通情報モニタリングの必要性 

ワクチンの偏在や不足に関する問題は過去から繰り返し生じていた（図表 2-1）。も

しワクチンの流通情報のモニタリングが行われていれば、事態の悪化を防ぐととも

に、ワクチンの偏在や不足又はそれらに伴って生ずる悪影響を早期に改善できた事例

は少なからずあったと考えられる。 

2017年から 2018年にかけて発生した日本脳炎ワクチンの不足に係る事例を取り上

げる。日本脳炎ワクチンについては、2016年 4月から、それまで定期接種が実施され

ていなかった北海道において日本脳炎ワクチンの定期接種が実施されることとなった

ことに加え、９歳に達した者に対して第２期の積極的な勧奨が再開された。一方で、

日本脳炎ワクチンの製造販売業者の１つであった一般財団法人化学及び血清療法研究

所2（以下「化血研」という。）の工場が 2016年 4月に発生した熊本地震により被災し

た。工場の稼働が止まって日本脳炎ワクチンが一定期間供給されない見込みであった

ものの、上記のワクチン接種の需要を適切に見込むことができないまま、当初、化血

研は日本脳炎ワクチンの安定供給が引き続き可能であるという発表を行い、厚生労働

省もその発表を受けて日本脳炎ワクチンが不足しない旨を発表した。しかしながら、

2017年 5月に、化血研は、日本脳炎ワクチンの供給に関する情報を更新し、一定期

間、供給がなされない見込みを公表した。その後、2017年 11月に、厚生労働省は、

各都道府県に対し、日本脳炎ワクチンの円滑な流通に役立ててもらうため、特例的な

対応として、日本脳炎ワクチンの納入実績を月別に整理した情報を提供することとし

たが、対応は後手に回っていた。2018年 1月に、化血研が日本脳炎ワクチンの供給を

再開する見込みであることを公表したが、2017年 4月から 8月までの第１期の初回予

防接種実施率が前年同時期に比べて約 8.5%低下した。日本脳炎ワクチンの流通量等を

モニタリングできていれば、第 1期分の需要を賄えるのか把握することが可能となる

ため、第 2期の接種対象者より優先して第 1期の接種対象者に接種を行うなどの措置

を講じることによって、第 1期の初回予防接種実施率の低下を回避することができた

可能性もある。 

 

 

  

 

 
2 化血研の事業は、2018年に KMバイオロジクス株式会社に譲渡された。 
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図表 2-1ワクチンの安定供給に関する主な事例 
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第3章  ワクチンの流通情報のモニタリングのあり方 

3.1. モニタリングに用いられるデータの要件 

ワクチンの流通情報に関しては、ワクチン流通関係者が自らの事業の実施にあたっ

て必要となるデータを保有している。ワクチンの流通情報のモニタリングにあたって

は、国がワクチンの流通情報を独自に収集するための新たな制度的スキームを設ける

ことは経済性の観点等から不合理であり、ワクチンの流通情報のモニタリングに用い

られるデータとして必要とされる要件を満たすのであれば、これらの関係者が保有す

る既存のデータを用いることが効率的である。 

ワクチンの流通情報のモニタリングに用いられるデータとして必要とされる要件は

図表 3-1のとおりである。 

 

図表 3-1モニタリングに用いられるデータの要件 

要件 説明 

1 

データを継続的に入手

可能であること（入手可

能性） 

ワクチンの流通情報のモニタリングに用いるためのデ

ータとして継続的に入手可能であることが必要であ

る。 

2 

データの発生から入手

までのタイムラグが短

いこと（迅速性） 

ワクチンの偏在や不足の状況をタイムリーに把握し、

必要な対策を講じる観点から、データの発生からデー

タの整理・供出までのタイムラグが短いことが求めら

れる。 

3 
データが正確であるこ

と（正確性） 

重複や錯誤がなく、かつ、高い割合で捕捉されていて、

実際の流通情報と乖離しない正確なデータであること

が必要である。 

4 

データがすべての定期

接種ワクチン・全国の地

域を網羅していること

（網羅性） 

定期接種に用いられる全てのワクチンについて、地域

別の流通情報が全国的に網羅されていることが必要で

ある。 

5 
データの集計・加工が容

易であること（容易性） 

データが構造化・電子化され、集計・加工が容易であ

ることが必須である。 

6 

データを統合すること

が可能であること（統合

性） 

複数のデータ保有主体のデータを統合する場合、デー

タ保有主体間でデータ項目が標準化され、データを統

合できるようになっていること、又は入手時点で既に

統合されていることが必要である。 
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3.2. ワクチン流通関係者が保有している流通情報の整理 

ワクチンの製造・輸入から、流通、接種までの流通情報の流れを簡単に示したもの

が図表 3-2である。 

 

図表 3-2 ワクチンの流通情報の流れ 

 

 

 

ワクチンの流通情報のモニタリングに用いることができる可能性のあるデータを保

有する主体は、製造販売業者（ワクチンメーカー）、卸売販売業者、医療機関、市町村

に加え、当該データを取り扱う民間データ提供事業者である。これらのワクチン流通

関係者に対し、モニタリングに用いられるデータとして必要とされる要件を踏まえつ

つ、それぞれの主体がどのようなデータをどのような形で持っているのかなどについ

てヒアリング等を行った。調査対象としたワクチン流通関係者は図表 3-3のとおりで

ある。 

データ項目、商品等のマスタについて、自ら管理しているものかどうか、法定の保

管義務のあるものかどうかなどに分けて調査した。また、データ項目、商品等のマス

タの標準化や取集されたデータのクリーニングの状況についても調査した。 
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図表 3-3調査対象としたワクチン流通関係者 

 

ヒアリング対象 実施日時 ヒアリング対象者・内容 

製造販売業者（ワクチン

メーカー） 

2021年 12月 14日 

2021年 12月 15日 

2021年 12月 15日 

ワクチンメーカーA社 

ワクチンメーカーB社 

ワクチンメーカーC社 

JD-NET 
2021年 12月 9日 

2021年 12月 14日 
JD-NET運営委員会 

卸売販売業者 
2021年 12月 16日 

2021年 12月 17日 

日本医薬品卸売業連合会 

卸売販売業 A社 

医療機関 
2021年 12月 13日 

2021年 12月 16日 

日本医師会 

日本病院薬剤師会 

自治体（都道府県） 2021年 12月 16日 福岡県 

自治体（市） 2021年 12月 14日 市原市 

民間データ提供事業者 

2021年 12月 14日 

2021年 1月 5日 

エンサイス株式会社 

IQVIA ソリューションズジャパン

株式会社 

（注）ヒアリング対象者には当検討会委員、参考人を含む。 
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（1） 製造販売業者（ワクチンメーカー）が保有している流通情報 

製造販売業者（ワクチンメーカー）が保有しているワクチンの流通情報のうち、ワ

クチンの流通情報をモニタリングするために活用できる可能性があるデータは、ワク

チンの出荷量や（卸売販売業者から提供される）医療機関別の販売実績のデータ等で

ある。これらのデータは、製造販売業者（ワクチンメーカー）の IR情報等の公表情報

の根拠データとして活用されているため、正確性が高い。 

これらのデータは各製造販売業者（ワクチンメーカー）内で保存され、概ね日次で

更新されているため、迅速性も確保されている。ただし、定期接種ワクチンは複数社

から製造販売されており、製造販売業者（ワクチンメーカー）が保有しているワクチ

ンの流通情報は自社製品に関するデータに限定される。このため、全ての定期接種ワ

クチンについて全国における流通情報をモニタリングするためには、複数の製造販売

業者（ワクチンメーカー）のデータを統合する必要がある。しかしながら、これらの

データは各社独自のシステムで管理・運用されており、納品先である卸売販売業者の

マスタでさえ各社独自仕様である等、業界全体としてデータの標準化はなされていな

い。したがって、複数の製造販売業者（ワクチンメーカー）のデータを統合すること

は容易ではない。 

 

※ なお、一般社団法人日本医薬品卸業連合会と日本製薬工業協会が中心となって、製
造販売業者（ワクチンメーカー）と卸売販売業者との間の医薬品受発注データ等

を、ネットワークを介して安全かつ確実にやりとりするための医薬品業界データ交

換システム（プラットホーム）として、「JD-NET」が作られた。ただし、JD-NET

では、やりとりされたデータの蓄積・保存又は第三者への提供は行われていない。 
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（2） 卸売販売業者が保有している流通情報 

卸売販売業者が保有しているワクチンの流通情報としては、製造販売業者（ワク

チンメーカー）からの入荷量や、医療機関別の販売実績のデータ等があり、医療機

関別の販売実績については、製造販売業者（ワクチンメーカー）に対して情報提供

が行われている。 

これらのデータは概ね日次で更新されており、迅速性は確保されている。また、

これらのデータは、卸売販売業者の IR情報等の公表情報として活用されているた

め、正確性も高い。しかしながら、各卸売販売業者で保有している流通情報は、自

社と取引のある製造販売業者（ワクチンメーカー）のワクチンに関するデータであ

って、かつ、自社として納品実績がある医療機関等に関するものに限られる。この

ため、全ての定期接種ワクチンについて全国における流通状況をモニタリングする

ためには、全国各地の卸売販売業者のデータを統合する必要がある。しかし、これ

らのデータは各社独自のシステムで管理・運用されており、納品先である医療機関

マスタ等でさえ各社独自仕様である等、業界全体としてデータの標準化はなされて

いない。したがって、全国各地の卸売販売業者が保有するデータを統合することは

容易ではない。 

 

※ なお、卸売販売業者も JD-NETを介して医薬品の受発注データのやりとりを製造

販売業者との間で実施しているが、先に記載したとおり、JD-NETではやりとりさ

れたデータの蓄積・保存又は第三者への提供は行われていない。 
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（3） 医療機関が保有している流通情報 

医療機関が保有しているワクチンの流通情報としては、卸売販売業者への発注

量、医療機関の購入量および使用量（接種実施件数）がある。 

これらの流通情報は、医療機関の規模、組織運営の体制、電子化への対応状況等

によって、データの保管方法（電子媒体・紙媒体）、電子システムの導入範囲（薬剤

部のみの院内物流、病棟の実在庫までの管理等）が異なっている。 

また、全国の医療機関3は数が多いことも踏まえると、現時点では医療機関が保有

するワクチンの流通情報を活用することは困難であると考えられる。 

 

（4） 市町村が保有している流通情報 

市町村は、ワクチンの流通情報自体は保有していないが、定期接種ワクチンの実施

主体として、定期接種を実施する医療機関、予防接種の対象者、予防接種の実績等の

データを管理している。 

定期接種の実績については、接種を実施した医療機関や地域医師会によってとりま

とめられた紙媒体の予診票が 1か月単位で市町村に提出される4。市町村では提出され

た予診票の内容を予防接種台帳にパンチ入力することによって電子化している。市町

村における接種実績の電子化の完了までには、これらの作業を経るため、最低でも 2

か月程度かかることが一般的である。市町村が実施する定期接種に関するデータは台

帳入力の対象となるため正確性は高いが、入手可能となる頃には数か月遅れのデータ

となっていて迅速性に課題があるため、ワクチンの流通情報の代わりにモニタリング

に使用するには不向きであると考えられる。 

なお、市町村における、①予防接種の実施医療機関の登録・管理方法、②医療機関

別の接種実績の把握方法、③自治体での予防接種台帳への入力方法及び④その他自治

体での取組み等の 4項目について、千葉県市原市及び福岡県内 3自治体（福岡市、久

留米市、宇美町）の計 4自治体に対し、聞取り調査を次のとおり実施した。 

  

 

 
3 厚生労働省医療施設動態調査（令和 3年 10 月末概数）において、病院数は 8,199施設、

診療所数は 104,538施設である。 
4 千葉県市原市の「母子モ」などのように、アプリ等を通じた予診票管理の電子化が進んで

いる一部の市町村では、アプリ等で予診票のやり取りが可能であるため、紙媒体での提出が必

要ない場合もある。 
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（聞き取り調査における調査項目） 

① 予防接種の実施医療機関の登録・管理方法 

・契約方法 

・定期予防接種の実施医療機関の登録・管理に使用しているコード等 

・登録医療機関の情報更新頻度 

② 医療機関別の接種実績の把握方法 

・医療機関からの報告手順、報告頻度 

③ 自治体での予防接種台帳への入力方法 

・予防接種台帳の電子化状況、電子化内容 

・データ入力頻度 

④ その他自治体での取組み等 

・アプリ導入や電子での請求受付等のさらなる電子化の取組み 

・現時点での接種実績把握や請求受付に関する課題等 
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（5） 民間データ提供事業者が保有している流通情報 

民間データ提供事業者（エンサイス株式会社（以下「エンサイス社」という。）、

IQVIAソリューションズジャパン株式会社（以下「IQVIA社」という。）等）は、マス

タ管理やデータ統合のノウハウに基づき、ワクチンを含む医薬品の納入実績（商品

別・規格別の数量、納入日）に関するデータを卸売販売業者から収集し、統合データ

ベースを作成した上で、製造販売業者（ワクチンメーカー）やアカデミア等の求めに

応じて、データを提供している。 

ワクチンの流通情報のモニタリングでは、ある程度の正確性を担保しつつ迅速性を

重視することが必要であるが、エンサイス社、IQVIA社等の民間データ提供事業者は

卸売販売業者から全国におけるワクチン流通に関するデータを日次で入手・更新して

いる。これらのデータを入手することでワクチン流通に関するデータを迅速に把握す

ることが可能である。また、卸売販売業者から提供されるデータは 9割以上の取引を

カバーしており、正確性も確保されている。 

両社が保有しているワクチンの流通情報の概要は図表 3-4の通りである。 
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図表 3-4 民間データ提供事業者が保有している流通情報の概要 

項目 概要 

入手可能性 • 入手を希望する者は有償にて必要なデータを購入可能。 

迅速性 • データが発生してからデータを入手するまで短時間（1ヶ月

以内でタイムラグが少ない） 

正確性 • 全取引の 95%以上を捕捉しており、高い正確性。（製造販売

業者（ワクチンメーカー）からの直接納品分、ワクチン専業

の流通事業者取扱い分等の一部データは含まれない） 

• 返品数量についても把握可能。 

網羅性 • 全国の卸売販売事業者から提供される医療機関への医薬品納

入データを収集。 

容易性 • 電子的にデータを提供しているため集計・加工が容易。 

統合性 • 複数の卸売販売事業者から提供を受けたデータの統合を実

施。 

その他5 【最小のデータ粒度】 

• 市町村レベル（市町村内に設定したエリア別でも集計可能） 

• 医療機関別のデータも保有しているものの、医療機関の規模

によっては医師の個人情報につながる可能性があるため提供

不可 

【データの更新頻度】 

• データ更新自体は日次で実施しており、データのクリーニン

グ、統合等の作業等を経て、通常は週次又は月次でとりまと

めた上で外部へ提供 

【データの収集期間】 

• データ粒度によって異なるが、1年～数年の情報がデータク

リーニングされた状態（すぐに利用できる状態）で保管 

• 週次データの場合、少なくとも過去 1年程度のデータが利用

可能（それ以前のデータもアーカイブされているため、必要

に応じて抽出することは可能） 

【集計単位】 

• 複数の包装規格が存在するワクチンの場合、一定の基準で換

算して集計可能（例；1.0mLと 0.5mLの規格が存在する場

合、1.0mL=2本/0.5mL=1本として換算） 

 

 
5 各社の運営方針より異なる 
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（参考）V-SYSについて 

●V-SYSについて追記予定● 
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3.3. モニタリングを実施する上で妥当なデータ 

ワクチン流通関係者が保有している流通情報を整理した結果を比較すると、エンサ

イス社、IQVIA社等の民間データ提供事業者が保有するデータが必要な要件を満たし

ていることから、民間データ提供事業者が保有するデータをワクチンの流通情報のモ

ニタリングに活用することが妥当であると考えられる。また、これらのデータの活用

は新しいシステムの構築を伴うものではないことから、モニタリングに要するコスト

を抑える観点からも合理的な選択肢である。 
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第4章  モニタリングの実施方法 

●第 3回検討会で検討予定● 

 

（1） データ粒度 

データ粒度については、全国・都道府県・市町村・医療機関といった単位でのモニ

タリングが考えられる。データ粒度が大きければ地域別の状況の把握が困難となる。

データ粒度が小さければきめ細かい対応を行えることができる可能性がある一方、デ

ータのばらつきが大きくなることによってデータ自身の解釈が困難となるおそれがあ

る。また、データ粒度によってはデータの内容から医療機関を特定できてしまうおそ

れがある（図表 4-1）。 

これらを考慮すると、地域別の状況が把握可能であって、かつ、データのばらつき

も比較的抑えられる都道府県単位とすることが適切である。また、都道府県単位であ

れば、医療機関の特定につながることもない。 
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図表 4-1 データ粒度別の比較 

 データ粒度 

医療機関単位 市町村単位 都道府県単位 全国 

メ

リ

ッ

ト 

• 個別医療機関の状
況を把握でき、偏

在や不足が生じた

場合にきめ細かく

対応できる可能性 

 

• 都道府県単位より
細かく状況の把握

が可能（ただし、

医療機関の状況ま

では把握できない

ため、自治体にお

ける実務上は、都

道府県レベルでの

把握と大幅な差異

はないと想定） 

• 地域別の状況が把
握可能 

• ある程度広域とな
るため、データの

ばらつきが縮小 

― 

デ

メ

リ

ッ

ト 

• 医療機関の規模等
によっては個人情

報につながる可能

性 

• データが細かくな
り過ぎ、地域全体

の状況把握が困難 

• データのばらつき
が大きくミスリー

ドとなるおそれ 

• ワクチン不足時に
ワクチンを保有す

る医療機関への問

合せや接種希望者

の殺到を誘発する

おそれ 

• 小規模自治体の場
合、医療機関が特

定される可能性 

• データがばらつく
傾向 

― • 地域別の状況
の把握が困難 
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（2） データ更新頻度 

データの更新頻度については、ワクチンの偏在や不足が生じた場合、早期に対応を

取る必要があることから、一定以上の頻度で定期的にデータが更新されることが望ま

しいと考えられる。データの更新頻度の単位としては、日次単位、週次単位、月次単

位が想定されるが、可能な限り短い周期でデータ更新が行われることが望ましい。一

方で、日次でのデータ更新を行うと、例えば、補正をしなければ曜日や祝日の影響に

よって過去データとの比較が難しい等、モニタリングのデータの解釈が困難になる恐

れがある。また、データ更新の間隔が短過ぎると、そのデータを処理する行政機関や

システムへの負荷が大きくなることも懸念される（図表 4-2）。 

これらを考慮すると、ある程度迅速にデータを把握でき、モニタリングもしやすい

ことから、データ更新の頻度として、週次単位6が適切である。 

 

 

図表 4-2 データ更新頻度別の比較 

 データ更新頻度 

日次単位 週次単位 月次単位 

メ

リ

ッ

ト 

• よりきめ細かく対応を行
うことができる可能性 

• 過去データとの比較や、
迅速性の担保がある程度

可能 

• ワクチン供給の傾向を大
まかに把握可能 

デ

メ

リ

ッ

ト 

• ワクチン供給の傾向が把
握しづらいおそれ 

• データを処理する行政機
関の負担やシステムへの

負荷が大きくなる懸念 

• ― • 月次単位では 1か月以上

前の状況の反映となるた

め、迅速性の観点で課題 

 

  

 

 
6 週次は曜日、月次・四半期は日付を起点に集計されるため、集計期間にずれが生じること

には留意が必要である。また、過去データとの比較においては、週の始まりの曜日が異なる可

能性もあるため、週の定義を考慮する必要がある。 
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4.1. モニタリングデータの公表と活用方法 

モニタリングのデータについては、公共性が高いことを踏まえ、行政関係者（国・

都道府県・市町村）のみならず、広く医療機関や国民に向けても情報を公表し、透明

性を確保すべきである。国民によるワクチンの流通情報へのアクセスは、国民の安心

感につながるだけでなく、ワクチンの買占等に対する抑止力にもなって、ひいては、

ワクチンの流通の円滑化に貢献する。情報の公表にあたっては、国民がモニタリング

データを閲覧することを前提として、ダッシュボード等を厚生労働省ウェブサイト等

で分かりやすい形で行われることが望ましい。 
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4.2. モニタリングデータのイメージ 

●第 3回検討会にて提示予定● 
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第5章  まとめ 

本検討会では、ワクチンの流通情報の基盤整備について議論を行ったところであ

り、今後は、本議論の結果を踏まえてワクチンの流通情報のモニタリングが早期に実

現されることを期待する。また、補助的なデータの提供等も含め、ワクチン流通関係

者からの積極的な協力にも期待したい。更に、現時点では民間データ提供事業者の数

は少ないところ、将来的には、民間データ提供事業者の増加や使用可能なデータの一

層の充実等、より良いモニタリングデータの創出等が可能な環境となることを望む。 

なお、事業者団体の情報活動については、同業事業者間の競争環境への影響を懸念

する意見もあるが、次のとおり競争制限的な効果を持たない限り、原則として独占禁

止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号））に

抵触することはない。 

 

【事業者団体の情報活動の取扱い】 

• ワクチン産業の活動実績を全般的に把握し、周知するために、過去の生産、販

売、設備投資等に係る数量や金額等構成事業者の事業活動に係る過去の事実に

関する概括的な情報を構成事業者から任意に収集して、客観的に統計処理し、

個々の構成事業者の数量や金額等を明示することなく、概括的に公表する（た

だし、価格に関するもの及び価格制限行為の監視のための情報活動に該当する

ものを除く。）。 

• ただし、構成事業者により既に当該構成事業者に係る数量、金額等が公表され

ている場合には、その数量、金額等を明示しても構わない。 

 

本来であれば、ワクチンの偏在や不足を生じさせないことが理想であるが、予期せ

ぬトラブル等でワクチンの偏在や不足の問題は常に生じ得る。このような問題が不幸

にも生じてしまった場合には、モニタリングを活用した効果的な政策を一致団結して

速やかに講じることがワクチン流通関係者の責務である。 
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資料 

（第 3章 資料） 

資料 1 製造販売業者（ワクチンメーカー）が保有している流通情報 
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資料 2 卸売販売業者が保有している流通情報 
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資料 3 医療機関が保有している流通情報 
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資料 4 市町村が保有している流通情報 
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資料 5 千葉県市原市における定期接種の実績把握方法 
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資料 6 福岡県福岡市における定期接種の実績把握方法 
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資料 7 福岡県久留米市における定期接種の実績把握方法 
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資料 8 福岡県宇美町における定期接種の実績把握方法 
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資料 9 自治体における定期接種の実績把握方法の流れ 
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資料 10  IQVIA社の概要と保有している流通情報 
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資料 11 エンサイス社の概要と保有している流通情報

 


